
別紙様式第 16号（第 80条第１項関係） 

（日本産業規格Ａ４） 

年  月  日   

金融庁長官 殿 

申請者 登録番号 第   号 

（郵便番号   －    ） 

主たる事務所の所在地 

電話番号（   ）   － 

名称 

代表者の氏名              印 

責任保険契約変更承認申請書 

公認会計士法施行規則第 80 条第１項の規定により、公認会計士法第 34 条の 34 第１項の契約（以下「責

任保険契約」という。）の変更の承認を受けたいので下記のとおり申請します。 

記 

１．申請の理由

２．現に供託している供託金の内容

① 金銭の場合

供託番号 供託金額 供託者名

年度金第   号 円

年度金第   号 円

年度金第   号 円

② 有価証券の場合 

供託番号 名称 枚数 券面額 総額面 評価率 評価額 満期償還日

年度証第   号   円 円 ％ 円

年度証第   号   円 円 ％ 円

年度証第   号   円 円 ％ 円

３．現に締結している保証委託契約の内容

契約の相手方 契約年月日 契約期間 契約金額 



            円 

            円 

４．現に締結して、供託金の全部又は一部を代替している責任保険契約の内容 

 ① 変更予定年月日及び変更しようとする責任保険契約の内容 

  （変更後の欄については、変更予定の内容を記載すること。） 

変更予定年月日  

 変更後 変更前 

契約の相手方   

契約年月日   

保険期間の始期及び終期   

てん補限度額 

（１事故／期間中） 
円／   円 円／   円

免責金額   

解散後の担保期間   

先行行為の担保期間   

更改契約の継続年数   

公認会計士法第34条の21第２項第１

号に該当することによって生ずる損

害を賠償することにより生ずる損失

についてのてん補の概要 

② ①以外の責任保険契約 

契約の相手方 契約年月日 
保険期間の 

始期及び終期 

てん補限度額 

（１事故／期間中） 

  ～ 円／   円

免責金額 解散後の担保期間 先行行為の担保期間 更改契約の継続年数 

円

公認会計士法第34条の21第２項第１

号に該当することによって生ずる損

害を賠償することにより生ずる損失



についてのてん補の概要 

（記載上の注意） 

１．該当項目のみを記載すれば足りる。 

２．記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載して、その書面を添付すること。 


